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業を財政的に支援する「軍需産業支援
法案」です。「軍需」は自民党が27日
採決を提案しています。
　「原発推進等５法案」は原発の運転期
間を原則40年から60年に延長し、原発
を最大限活用する方針へ転換するもの。
自民党は26日採決を提案。健康保険証
を廃止し、マイナンバーカードに置き
換える法案は３日しか審議していないの
に採決日程（25日）が決められました。

　大軍拡や原発回帰など、岸田自公政
権が一片の閣議決定で大転換させた重
大政策を実行に移すための法案の採決
が、連休前にもいっせいに進められよ
うとしています。共産党は徹底審議を
求め、正面対決しています。
　大軍拡の法案は、「防衛力強化資金」
の創設などを盛り込んだ「軍拡財源確
保法案」と、兵器などの開発・生産基
盤を強化するため政府が国内の軍需産

　悪法に対し正面から論戦しているのが
共産党。軍拡財源確保法案に対しては「憲
法の平和主義と財政民主主義を踏みにじ
る違憲立法だ」と真正面から批判しました。
　大軍拡を進める自民党は、今後５年間
だけでなく28年度以降も軍拡財源が必要
と発言。維新は軍拡財源として国民負担
増を否定せず、「増え続ける社会保障関係
の抜本的な見直しをなぜしないのか」と
迫っています。

　総務省は20日、政党助
成金の２０２３年第１回分、
計約78億８４００万円を支
給しました。共産党は、
国民の税金を山分けする
政党助成金制度は、憲法
違反として廃止を求め、
受け取りを拒否していま
す。維新は「身を切る改
革」を看板にしながら、
税金山分けに参加してい

認定率、全件収容主義（在留資格のない
外国人すべてを収容・送還）など非人道
的な入管・難民行政を改めず、外国人の
人権侵害を一層深刻化させるものです。

　13日、審議入りしたばかりの入管法改
悪案。自民党は25日採決を提案していま
す。同案は２０２１年に廃案になった改悪
案とほぼ同じ。世界でも異常に低い難民

　法案審議の前提である、入管施設収容
中に死去したスリランカ女性の事件の全
容解明もこれからです。採決強行は許さ
れません。

７日に審議入り
自民が27日採決提案
３月30日に審議入り
自民が26日採決提案
13日に審議入り
自民が25日採決提案
13日に衆院を通
過し参院へ
14日に審議入り
25日に特別委採決へ

ます。
　各党への支給額は次の
通り（１００万円未満切り
捨て）。自民39億７７００万
円▽立民17億８００万円▽
維新８億３７００万円▽公明
７億１７００万円▽国民２億
９３００万円▽れいわ１億５
４００万円▽48党（旧N党）
８３００万円▽社民６５００万
円▽参政４６００万円

政党助成金9党に78億円
維新 山分けに参加し8.3億円


